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認知症対応型共同生活介護重要事項説明書 

 

 

1. 事業主体の概要 

施設名 グループホームさくら苑 

事業主体社名 株式会社 さくら苑 

代表者氏名 重永 啓輔 

 

2. 事業の目的及び運営の方針 

指定認知症対応型共同生活介護事業（以下、「事業」と言う。）の適正な運営を確

保する為に人員及び管理運営に関する事項を定め、要支援２及び要介護者であって

認知症の状態にある高齢者に対して適正な共同生活を提供することを目的とする。

事業は共同生活住居において家庭的な環境の下で、入浴、排泄、食事等の介護、そ

の他の日常生活上の世話及び機能訓練を行う事により、利用者がその有する機能に

応じ自立した日常生活を営むことができるようにする。 

 

3. 組織の概要 

郵便番号 830-0051 

住所 福岡県久留米市南 1 丁目 17 番 1 号 

連絡先 TEL 0942-38-3270   FAX 0942-48-1514 

交通機関 西鉄南町バス停より徒歩 2 分 

開設年月日 平成 15 年 12 月 1 日 

ユニット数と定員 2 ユニット 入所定員 18 名 （1F：9 名 2F：9 名） 

 

4. 建物の概要 

建物 単独型 

建物構造 鉄骨 2 階建て（エレベーター設置） 

敷地面積 495 ㎡ 

延床面積 499 ㎡ 

 

5. 利用料等 

原則として法定代理受領サービスであるときは、当該利用者の負担割合証に記載さ

れた負担割合によるものとなります。下記利用料に関しては介護保険分について 1 割

負担を明記しています。 

1） 介護保険給付対象サービス 
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介護予防認知症対応型及び認知症対応型共同生活介護費(Ⅱ) 

  1 割 2 割 3 割 

  要支援 2 749 単位 1498 単位 2247 単位 

 要介護 1 753 単位 1506 単位 2259 単位 

 要介護 2 788 単位 1576 単位 2364 単位 

 要介護 3 812 単位 1624 単位 2436 単位 

 要介護 4 828 単位 1656 単位 2484 単位 

 要介護 5 845 単位 1690 単位 2535 単位 

 

介護予防短期利用認知症対応型及び短期利用認知症対応型共同生活介護費(Ⅱ) 

  1 割 2 割 3 割 

  要支援 2 774 単位 1548 単位 2322 単位 

 要介護 1 778 単位 1556 単位 2334 単位 

 要介護 2 814 単位 1628 単位 2442 単位 

 要介護 3 838 単位 1676 単位 2514 単位 

 要介護 4 854 単位 1708 単位 2562 単位 

 要介護 5 870 単位 1740 単位 2610 単位 

 

夜間支援体制加算 

  1 割 2 割 3 割 

  夜間支援体制加算 1 日 25 単位 1 日 50 単位 1 日 75 単位 

 

看取り介護加算 

  1 割 2 割 3 割 

 死亡日以前 31～45 日以下 1 日 72 単位 1 日 144 単位 1 日 216 単位 

  死亡日以前 4 日以上 30 日

以下 

1 日 144 単位 1 日 288 単位 1 日 432 単位 

 死亡日以前 2 日又は 3 日 1 日 680 単位 1 日 1360 単位 1 日 2040 単位 

 死亡日 1 日 1280 単位 1 日 2560 単位 1 日 3840 単位 

 

初期加算 

  1 割 2 割 3 割 

  初期加算(ア) 1 日 246 単位(6 日を限度) 1 日 492 単位(6 日を限

度) 

1 日 738 単位(6 日を限

度) 

  初期加算(イ)  1 日 30 単位 1 日 60 単位 1 日 90 単位 
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医療連携体制加算 

  1 割 2 割 3 割 

  医療連携体制加算Ⅰ(ィ) 1 日 57 単位 1 日 114 単位 1 日 171 単位 

 医療連携体制加算Ⅰ(ロ) 1 日 47 単位 1 日 94 単位 1 日 141 単位 

 医療連携体制加算Ⅰ(ハ) 1 日 37 単位 1 日 74 単位 1 日 111 単位 

 医療連携体制加算（Ⅱ） 1 日 5 単位 1 日 10 単位 1 日 15 単位 

 

退去時情報提供加算 

  1 割 2 割 3 割 

 退去時情報提供加算 250 単位(利用者１

人につき 1 回を限

度) 

500 単位(利用者１

人につき 1 回を限

度 

750 単位(利用者１

人につき 1 回を限

度 

 

退去時相談援助加算 

  1 割 2 割 3 割 

 退去時相談援助加算 400 単位(利用者１

人につき 1 回を限

度) 

800 単位(利用者１

人につき 1 回を限

度 

1200 単位(利用者

１人につき 1 回を

限度 

 

認知症専門ケア加算 

  1 割 2 割 3 割 

 認知症専門ケア加算(Ⅰ) 1 日 3 単位 1 日 6 単位 1 日 9 単位 

 認知症専門ケア加算(Ⅱ) 1 日 4 単位 1 日 8 単位 1 日 12 単位 

※認知症チームケア推進加算と重複不可 

 

認知症チームケア推進加算 

  1 割 2 割 3 割 

 認知症チームケア推進加算(Ⅰ) 1 月 150 単位 1月 300単位 1月 450単位 

 認知症チームケア推進加算(Ⅱ) 1 月 120 単位 1月 240単位 1月 360単位 

※認知症専門ケア加算と重複不可 

 

サービス提供体制強化加算料 

  1 割 2 割 3 割 

 サービス提供体制強化加算（Ⅰ） 1 回 22 単位 1 回 44 単位 1 回 66 単位 
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 サービス提供体制強化加算（Ⅱ） 1 回 18 単位 1 回 36 単位 1 回 54 単位 

 サービス提供体制強化加算（Ⅲ） 1 回 6 単位 1 回 12 単位 1 回 18 単位 

 

口腔衛生管理体制加算 

  1 割 2 割 3 割 

 口腔衛生体制加算 1 月 30 単位 1 月 60 単位 1 月 90 単位 

 

口腔・栄養スクリーニング加算 

  1 割 2 割 3 割 

 口腔・栄養スクリーニング加算 1 回 20 単位 

(6 月に 1 回を限度) 

1 回 40 単位 

(6月に1回を限度) 

1 回 60 単位 

(6月に1回を限度) 

 

栄養管理体制加算 

  1 割 2 割 3 割 

 栄養管理体制加算 1 月 30 単位 1 月 60 単位 1 月 90 単位 

 

生活機能向上連携加算 

  1 割 2 割 3 割 

 生活機能向上連携加算（Ⅰ） 1 月 100 単位 1 月 200 単位 1 月 300 単位 

 生活機能向上連携加算（Ⅱ） 1 月 200 単位 1 月 400 単位 1 月 600 単位 

 

科学的介護推進体制加算 

  1 割 2 割 3 割 

 科学的介護推進体制加算 1 月 40 単位 1 月 80 単位 1 月 120 単位 

 

高齢者施設等感染対策向上加算 

  1 割 2 割 3 割 

 高齢者施設等感染対策向上加算

（Ⅰ） 

1 月 10 単位 1 月 20 単位 1 月 30 単位 

 高齢者施設等感染対策向上加算

（Ⅱ） 

1 月 5 単位 1 月 10 単位 1 月 15 単位 
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新興感染症等施設療養費 

  1 割 2 割 3 割 

 新興感染症等施設療養費 1 月 1 回連続 5 日を

限度 240 単位 

1 月 1 回連続 5 日

を限度 480 単位 

1 月 1 回連続 5 日

を限度 720 単位 

 

生産性向上推進体制加算 

  1 割 2 割 3 割 

 生産性向上推進体制加算（Ⅰ） 1 月 100 単位 1 月 200 単位 1 月 300 単位 

 生産性向上推進体制加算（Ⅱ） 1 月 10 単位 1 月 20 単位 1 月 30 単位 

 

介護職員処遇改善加算 

 介護職員処遇改善加算（Ⅰ） 1 月につき+所定単位×186/1000 

 介護職員処遇改善加算（Ⅱ） 1 月につき+所定単位×178/1000 

 介護職員処遇改善加算（Ⅲ） 1 月につき+所定単位×155/1000 

 介護職員処遇改善加算（Ⅳ） 1 月につき+所定単位×125/1000 

 介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（1） 1 月につき+所定単位×163/1000 

 介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（2） 1 月につき+所定単位×156/1000 

 介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（3） 1 月につき+所定単位×155/1000 

 介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（4） 1 月につき+所定単位×148/1000 

 介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（5） 1 月につき+所定単位×133/1000 

 介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（6） 1 月につき+所定単位×125/1000 

 介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（7） 1 月につき+所定単位×120/1000 

 介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（8） 1 月につき+所定単位×132/1000 

 介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（9） 1 月につき+所定単位×112/1000 

 介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（10） 1 月につき+所定単位×97/1000 

 介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（11） 1 月につき+所定単位×102/1000 

 介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（12） 1 月につき+所定単位×89/1000 

 介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（13） 1 月につき+所定単位×89/1000 

 介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（14） 1 月につき+所定単位×66/1000 
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2） 介護保険給付対象外サービス 

食事提供料 

 朝食 350 円 

 昼食 450 円 

 オヤツ 100 円 

 夕食 600 円 

 

おむつ代 

 当事業所のおむつ等を使用になる場合 実費（別紙参照） 

 

生活費 

 家賃 1400 円/日 

 共益費 800 円/日 

 個人持ち込みの電化製品(2 種目より) 3000 円/月 

 

入所一時金 

 一時金 100,000円/初回 

※入所一時金は退所されるときの居室のクリーニング及び修理費用として使用さ

せていただきます。入所後 6 ヵ月以内で退所される場合は 50,000 円をお返しいた

します。 

 

6. 利用料のお支払い 

毎月 13 日までに『５．利用料等』に記載の金額を基に算定した前月分の利用料

金を請求いたしますので、20 日までに下記口座へお振込みください。 

振込先口座 筑邦銀行 南町支店 

口座番号 普通預金 1677995 

口座名 株式会社 さくら苑 

 

7. 入所定員 

利用可能定員 18 名 

1 階ユニット 9 名 

2 階ユニット 9 名 

 

8. 入所にあたっての条件 

1）要支援者及び要介護者であって認知症の状態にあるもの。 

2）入居後、認知症に伴って著しい精神症状や異常行動等の疾患が見られ居室の変更を
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余儀なくする場合に居室の移動変更が可能な事。 

 

9. 利用中止にあたっての条件 

1）認知症に伴って著しい精神症状または異常行動が見られるようになった場合。 

2）集中的な医療行為が必要となった場合。 

3）利用料金の支払いが一ヶ月以上延滞し、相当期間を定めた勧告にもかかわらず、

支払われない場合。 

4）要支援及び要介護の認定更新において、区分認定に該当しない場合。 

5）退所基準についての補足事項として、契約書第 15 条（事業者の契約解除）の 3【利

用者の行動が他の利用者の生活または健康に重大な影響を及ぼす恐れがあり、かつ利

用者に対する通常の介護方法ではこれを防止することができないと事業者が判断した

場合】についての具体的内容について、下記要件に該当する状態になられた場合、事業

者（㈱さくら苑）とキーパーソン（ご家族等）にて協議の場を持ち当苑における生活の

継続を判断するものとする。その上で生活の継続が困難と判断した場合には退去をお

願いすることがあります。 

①他利用者に対して暴力や暴言などが 1 ヵ月以上に続き、介護方法の検討や医学的管

理の上にも改善が見込めない場合。また、喧嘩等のいさかいを起因するものに無く再三

にわたり他害行為がみられた場合。 

②他入居者に対して暴言や暴力などが続き、他利用者の精神的、身体的状態に変化が

みられ他入居者の生活にも影響がでているものと判断された場合。 

③職員に対しての暴力や暴言があり、職員が医療機関にかかるような疾患を負う場合。 

④自傷行為が繰り返しあり、介護方法の検討や医学的管理の上にも改善の見込みが無

く自殺等重大な生命の危険の可能性がある場合。 

⑤故意に法令違反、その他重大な秩序破壊行為をなし、介護方法の検討や医学的管理

の上にも改善の見込みがない場合。 

⑥認知症も含む精神的な疾患により医学的管理の必要性が増大し、当苑での介護や集

団生活が困難と認められる場合。 

 

10. 職員の勤務形態 

早出 8：00～17：00 

日勤 9：00～18：00 

遅出 10：30～19：30 

夜勤 17：30～9：30 

通所 9：00～18：00 

 

11. 従業員の配置状況 
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職種 職員数 

管理者 2 名以上 

計画作成担当者 2 名以上（ケアマネージャー含む） 

看護職員 1 名以上 

介護職員 11 名以上 

 

12. 事業の内容 

1）入浴の介助 

2）排泄の介助 

3）生活上での機能訓練 

4）食事の提供及び介助 

5）その他日常生活上の介助 

 

13. 提携協力医療機関 

病院名 住所 電話番号 

新古賀病院 久留米市天神町 120 号 0942-38-2222 

筒井医院 久留米市花畑 3-2-2 0942-32-4114 

くさば歯科 久留米市西町 134-3 0942-46-2255 

 

14. 緊急時の対応方法について 

1）指定（介護予防）認知症対応型共同生活介護の提供中に、利用者の病状の急変が生

じた場合、その他必要な場合には、速やかに主治の医師への連絡を行う等の必要な措置

を講じるとともに、利用者が予め指定する連絡先にも連絡します。また、主治医への連

絡が困難な場合は、救急搬送等の必要な措置を講じます。 

2）必要に応じて医療機関または居宅介護支援事業者等に利用者の心身等の情報を提供

することがあります。 

 

15. サービス利用に関する留意事項 

1） 施設・設備・敷地をその本来の用途に従って利用してください。 

2） 少人数による共同生活の中で支障が生じるものについては、利用停止をしても

らう場合があります。 

3） 喫煙は指定の場所で行ってください。 

4） 故意に、またはわずかな注意を払えば避けられたにも関わらず施設内の備品等

を壊したり汚したりした場合には自己負担により現状に戻していただくか、同

等の対価をお支払いただく場合があります。 

5） 当事業所の職員や他の利用者に対し迷惑を及ぼすような宗教活動、政治活動、
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営利活動を行うことはできません。 

 

16. 非常災害対策 

消防法に定める避難誘導訓練を最低でも年間 2 回実施いたします。 

他、感染対策訓練、地震想定避難訓練、水害想定避難訓練等も業務継続計画（BCP）に

基づいて訓練の実施をいたします。 

 

17. 事故発生時の対応 

利用者に対する指定認知症対応型共同生活介護の提供により事故が発生した場合

は、病院、市町村、当該利用者の家族に連絡を行うとともに、速やかに必要な処置

を講じます。事業者は、利用者の万が一の事故に備えて損害賠償責任保険に加入し

ています。 

 

18. 利用者からの苦情を処理するために講ずる処理の概要 

1） 利用者及びそのご家族等からの相談又は苦情等については下記の窓口にて対応

します。 

①当事業所 

所在地 福岡県久留米市南 1 丁目 17 番 1 号 

事業所名 グループホームさくら苑 

電話番号 0942-38-3270 

FAX 番号 0942-48-1514 

対応時間 24 時間 

担当者 重永啓輔 

②その他機関 

名称 連絡先 

久留米市健康福祉部介護保険課育成支援チーム 0942-30-9247 

福岡県国民健康保険団体連合会介護保険課 092-642-7859 

2）利用者等からの苦情等の申し出があった場合は、まず上記担当者(不在の場合は

他の従業員)が内容を伺い、処理します。担当者不在時は、当事業所の他の従業員が

対応し、担当者に確実に伝達します。 

3）苦情内容及び処理経過については、苦情処理台帳として記録保存し、その後の

サービス提供に活用します。 

4）苦情などの処理は他の業務に優先して迅速に行うものとし、利用者の方が安心

してサービスを受けられるように最大限の努力を行います。 

5）当事業所が提供した介護予防認知症対応型共同生活介護及び認知症対応型共同

生活介護に対する苦情申し立てが、市町村にあった場合は、市町村が行う調査に協
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力すると共に指導又は助言を受け、それに従って必要な改善を行います。 

6）当事業所は、契約書第 7 条医療上の必要への対応において、利用者及び家族の

情報が必要と当該事業所の管理者が判断した場合は、情報の提供をすることもあり

ます。 

 

19. サービスの第三者評価の実施状況について 

実施の有無：有 

実施した直近の年月日：令和 6 年 1 月 4 日 

第三者評価機関名：公益社団法人 福岡県介護福祉士会 

評価結果の開示状況：WAMNET にてネット上に開示、事業所内において玄関に掲示､

当社ホームページ内にもリンクにて貼り付け 

 

20. 衛生管理等 

1)利用者の使用する施設、食器その他の設備又は引用に供する水について、衛生的な管

理に努めるとともに、衛生上必要な措置を講じます。 

2)食中毒及び感染症の発生を防止するための措置等について、必要に応じて保健所の助

言、指導を求めるとともに、常に密接な連携に努めます。 

3) 事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を講じ

ます。 

①事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会をお

おむね６月に１回以上開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底してい

ます。 

②事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備しています。 

③従業者に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期的に実施

します。 

 

21. 業務継続計画の策定等について 

1) 感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定（介護予防）認知症対応

型共同生活介護の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再

開を図るための計画（業務継続計画）を策定し、当該業務継続計画に従って必要な措置

を講じます。 

2) 従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定

期的に実施します。 

3) 定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行いま

す。 
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22. 虐待の防止について 

事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の発生又はその再発を防止するために、次に掲

げるとおり必要な措置を講じます。 

1） 虐待防止に関する担当者を選定しています。 

2） 虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果について従業

者に周知徹底を図っています。 

3） 虐待防止のための指針の整備をしています。 

4） 従業者に対して、虐待を防止するための定期的な研修を実施しています。 

5） サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（現に養護している家族・親族・

同居人等）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを

市町村に通報します。 

 

23. 身体拘束について 

事業者は、原則として利用者に対して身体拘束を行いません。ただし、自傷他害等のお

それがある場合など、利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことが考

えられるときは、利用者に対して説明し同意を得た上で、次に掲げることに留意して、

必要最小限の範囲内で行うことがあります。その場合は、身体拘束の内容、目的、拘束

の時間、経過観察や検討内容を記録し、５年間保存します。 

また事業者として、身体拘束をなくしていくための取り組みを積極的に行います。 

1） 緊急性･･････直ちに身体拘束を行わなければ、利用者本人または他人の生命・身体

に危険が及ぶことが考えられる場合に限ります。 

2） 非代替性････身体拘束以外に、利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が

及ぶことを防止することができない場合に限ります。 

3） 一時性･･････利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことがなくな

った場合は、直ちに身体拘束を解きます。 

 

24. 地域との連携について 

1） 運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等地

域との交流に努めます。 

2） 指定（介護予防）認知症対応型共同生活介護の提供に当たっては、利用者、利用者

の家族、地域住民の代表者、本事業所が所在する圏域の地域包括支援センターの職員、

（介護予防）認知症対応型共同生活介護について知見を有する者等により構成される

協議会（以下、この項において「運営推進会議」と言います。）を設置し、概ね２月に

１回以上運営推進会議を開催します。 

3）運営推進会議に対し、サービス内容及び活動状況を報告し、運営推進会議による評

価をうけるとともに、必要な要望・助言等を聴く機会を設けます。また、報告・評価・
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要望・助言等についての記録を作成し、公表します。 

 

25. サービス提供の記録 

1） 指定（介護予防）認知症対応型共同生活介護等を提供した際には、提供した具体的

なサービス内容等の記録を行うこととし、その記録はサービス提供の日から５年間保

存します。 

2）利用者は、事業者に対して保存されるサービス提供記録の閲覧及び複写物の交付を

請求することができます。 

3）入居に際して入居年月日及び事業所名称を、退居に際して退居年月日を介護保険被

保険者証に記載いたします。 

 

26. 秘密の保持と個人情報の保護について 

1） 利用者及びその家族に関する秘密の保持について 

①  事業者は、利用者又はその家族の個人情報について「個人情報の保護に関する法

律」及び厚生労働省が策定した「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な

取扱いのためのガイダンス」を遵守し、適切な取り扱いに努めるものとします。 

②  事業者及び事業者の使用する者（以下「従業者」という。）は、サービス提供をす

る上で知り得た利用者又はその家族の秘密を正当な理由なく、第三者に漏らしま

せん。 

③  また、この秘密を保持する義務は、サービス提供契約が終了した後においても継

続します。 

④  事業者は、従業者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるた

め、従業者である期間及び従業者でなくなった後においても、その秘密を保持す

るべき旨を、従業者との雇用契約の内容とします。 

2） 個人情報の保護について 

①  事業者は、医療者との情報共有が必要な場合やサービス担当者会議等において、

利用者の個人情報を用いることがあります。 

②  事業者は、利用者又はその家族に関する個人情報が含まれる記録物（紙によるも

のの他、電磁的記録を含む。）については、善良な管理者の注意をもって管理し、

また処分の際にも第三者への漏洩を防止するものとします。 

③ 事業者が管理する情報については、利用者の求めに応じてその内容を開示するこ

ととし、開示の結果、情報の訂正、追加または削除を求められた場合は、遅滞なく

調査を行い、利用目的の達成に必要な範囲内で訂正等を行うものとします。(開示

に際して複写料などが必要な場合は利用者の負担となります。) 

 

27. その他 
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1）サービスの提供体制の確保、病院等との連携及び支援の体制を整えます。 

2）利用申し込み者が入院治療を要するものであること等、利用申し込み者に対し自ら

必要なサービスの提供をすることが困難であると認めた場合は、適切な病院又は、診療

所等を紹介する等、適切な処置を講じます。 

3）従業者に対する贈り物や、飲食物のおもてなしはお受けできません。 

4）入居後、認知症に伴って著しい精神症状や異常行動等の疾患が見られる場合は支援

体制を整える為居室の変更をお願いする場合があります。 

 

28. 介護理念 

私達は、暖かい家庭的な雰囲気の中で、ご利用者の尊厳を大切にしつつ共に   

暮らしながら、心からのケアーに努めます。そのためにスタッフ一同相協力   

しあって、ご家族や地域との交流の中にも、安心と安らぎのあるホームを目   

指します。 

 

平成 15 年 12 月 1 日 

平成 30 年 4 月 1 日改正 

平成 31 年 4 月 22 日改正 

令和元年 6 月 1 日改正 

令和元年 10 月 1 日改正 

令和 3 年 4 月 1 日改正 

令和 4 年 7 月 1 日改正 

令和 4 年 10 月 1 日改正 

令和 4 年 10 月 22 日改正 

令和 6 年 4 月 1 日改正 
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   年   月   日  

 

 事業者       住所        福岡県久留米市南１丁目１７番１号 

           事業者(法人)名    株式会社 さくら苑 

            施設名       グループホーム さくら苑 

            事業所番号     4071601738 

            代表者名        重永 啓輔        ㊞  

 

  説明者       職種 介護支援専門員 

            氏名 後藤佐知子                 ㊞  

  

私は、重要事項説明書に基づいて、介護予防認知症対応型共同生活介護及び認知症対

応型共同生活介護のサービス内容及び重要事項の説明を受けました。また、必要時の情

報提供もここに承認致します。 

 

   

      年   月   日 

 

 利用者      住所 

          氏名                       ㊞ 

  

 

 利用者代理人   住所 

          氏名                       ㊞ 

          電話番号 

 


